
交通事故死者ゼロ社会をめざして
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～リスクの未然通知による交通事故の防止支援の研究開発～

交通事故未然防止支援研究開発コンソーシアム
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本発表資料等には、内閣府総合科学技術・イノベーション会議の下で推進する「戦略的イノベーション創造プログラム(SIP)第３期／スマートモビリティプラットフォームの構築」

（研究推進法人：国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構）（NEDO管理番号：JPNP23023）の成果が含まれています。



/19本日の内容

１．通信・データを活用した安全システムの提案

２．SIPにおける研究内容・推進状況

３．社会実装に向けて
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/19本研究開発の趣旨・目的

◼ 解決したい社会課題と研究開発趣旨

◼ 代表ユースケース

交通事故の死者の多くは

いわゆる「交通弱者」

交通事故を削減し

「誰もが自由に移動できる空間」を構築

交通参加者の移動データから

事故につながる行動を検知

交通参加者に通知し

行動変容を促す

本研究開発により

②-1 対向右折車ブラインドによる二輪車見落とし

③ 踏切鳴動後の支援対象者閉じ込め

④ 交通弱者・新型モビリティの信号横断

具体的な交通事故のリスクとして、以下４つを代表ユースケースとして課題解決を目指す

②-2 建物等のブラインドによる自転車見落とし

②ブラインド環境における見落とし事故①交通弱者の不安全行動による事故

①-2 縦列駐車車両背後からの歩行者の飛出し

①-1 死角が存在する交差点での自転車の飛出し
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出所）（左図）「政府統計の総合窓口(e-Stat)」、道路の交通に関する統

計（警察庁）「状態別死者、重傷者、軽傷者数の推移」より提案者作成

（右図）警視庁の統計令和２年（2020年）より提案者作成



/19通信・データ活用による安全システムイメージ

コネクテッドコネクテッド

• 各交通参加者の位置情報をスマホアプリとV2N通信などを活用して取得する（車載連携も想定）
• インフラに頼らず、どこでもサービス提供可能
• アプリインストール数がサービス提供頻度に影響（メガアプリ、複数のサービス連携による普及促進策を想定）

オールコネクテッド システム

本研究開発では、多くの交通参加者が持っているスマートフォンなどのモバイルデバイスおよび4G/5Gなど

汎用ネットワーク通信を活用したシンプルな構成でかつ幅広いエリアへの早期社会実装が見込める

オールコネクテッドシステムの構築を行う

既存デバイスと汎用ネットワーク通信を最大限活用し、費用負担の少ない構成
2020年代の後半に社会実装すべく推進
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/19通信・データ活用による支援の考え方

Low High

顕在リスク

Accident

-6s-10s -3s

AEB/AES

運転中の人のリスク状態を推定し

リスクの発生原因を抑える

周辺リスクを予測し

発生リスクへ未然に対処
人にはどうにもならない

リスクへ対処
支援の考え方

対応技術/施策

事故までの時間
（イメージ）

時日年

衝突リスク

体調不良 怒り・高揚・落込・漫然知識・スキル

モラル・マナー

安全教育

安全能力の獲得

事故自動通報

エアバッグ

安全教育

（デジタル化）

ヘルスケア 感情コントロール

従来技術（四輪車載技術）通信・データ活用（歩行者・二輪車を含む交通参加者）

リスク予兆支援
（未然の情報提供～注意喚起）

周辺情報提供（逆走車、悪路など）

本研究

長期行動変容 短期行動変容

本コンソでは歩行者・二輪を含む様々な交通参加者を対象とした、リスク未然対処可能な支援構築を目指す

四輪車載技術に加え、通信・データを活用した安全施策でより未然にリスクへ対処

V2X
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出所）（左図）「政府統計の総合窓口(e-Stat)」、道路の交通に関する統

計（警察庁）「状態別死者、重傷者、軽傷者数の推移」より提案者作成

（右図）警視庁の統計令和２年（2020年）より提案者作成



/19日本における踏切事故の発生状況 8



/19踏切事故対策の現状と本事業の取り組み
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踏切障害物検知装置

踏切設備 鉄道事業者

・カメラ式
・レーザー式
・ミリ波式
etc…

障害物検知情報の通知障害物検知情報
列車情報

停車指令

踏切インシデント対策

発生防止 被害拡大防止

モビリティへの情報提供 歩行者への情報提供 当事者への情報提供 事業者への情報提供

○踏切事故対策の現状

モビリティPF(集約・配信)

踏切設備

列車情報 障検装置

 アプリケーション・SDK

歩行者モビリティ

○本事業での取り組み
交通参加者(モビリティ/歩行者)が

踏切情報にアクセスできるAPP/PFを構築

鉄道事業者中心の対策から
交通参加者自身が事故回避の取り組みへ
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/19踏切閉じ込めに対する支援技術の開発状況

BLEを用いた技術構築
・BLEを用いた情報配信システムの構築
・BLE AoAを用いた踏切障害物検知の開発

踏切障害物検知技術
BLE測位技術を用いて踏切内の交通参加者の残留を検知

○BLE AoAを用いた踏切障害物検知

スマートフォンをツールとすることでデジタルディバイドのない支援システムを提供

○BLEを用いた情報配信システム

※AoA: Angle of Arrival(BLEの電波到来角度測定技術)

10

※道路の移動等円滑化に関する

ガイドラインより図を引用
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/19交通制約者の現状

○視覚障害の見え方

(R4年全国在宅障害児・者等実態調査,2022)
(日本眼科医会, 2009)

障害手帳
人数 人数

障害手帳あり 全体推計

視力障害 ○
27万人

約200万人

視野障害 ○ 不明

色覚障害 ✕ 対象外 不明

光覚障害 ✕ 対象外 不明

(株式会社石井マーク様 Xより)

信号交差点横断は命がけ

○視覚障害者の交差点横断の困りごと

・現在位置が交差点かどうかがわからない

・待機位置がわからない

・横断方向がわからない

・信号の状態がわからない

・青信号の間に渡り切れるか不安

当事者コメント

○視覚障害者の種別
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/19視覚障がい者の交差点横断支援

PICS 高度化PICS

【支援内容】
交差点 / 信号情報

【支援内容】
交差点 / 信号情報

【特徴】
専用の反射材で利用可能

【特徴】
スマートフォンで利用可能

【普及の課題】
・専用部材が必要

-専用の反射材を白杖に取り付け

【普及の課題】
・サービス提供アプリが限定的

-現状: 日本信号提供: 【信GO！】のみ

○視覚障害者の交差点横断支援の現状

各種ベンダー

ユーザー

視覚障害者信号機横断プロジェクト

AIスーツケース

Eye NaviAshirase

トラフ

日本信号コンソーシアム

信号情報配信

SDK(組み込みキット)

実現のための

技術的な要望

サービスサービス要望

高度化PICSが汎用アプリと連携する環境を構築することで、支援対象者の利便性を向上を図る
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/19連携機能実装状況のご紹介 14
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/19社会実装に向けた課題への取り組み方針

種別 課題 今後の対応方針（主に2025年度の注力領域）

サービスの有効性
（事故削減効果・技術）

・ 本サービス導入による事故削減効果の見積もり・検証
・ 事故削減効果/ポテンシャル見積もり、他施策との比較

 ・ つくば市等での公道実証実験による要件整理
（複数OEM等の協力を得て検証）

・ 本サービスを有効に機能させる技術要件の整理・検証
（位置情報誤差・遅延、複数事象の同時処理（アルゴリズム）、  

V2I/V2Nの適用条件等）

ビジネスモデル
（サービス提供枠組み）

・ 初期実装パッケージの検討
・ 初期実装パッケージ（本システム＆データ価値）の具体化

・ 協調領域と競争領域の切り分け ・ 切り分けのパターンを複数提示したうえで、OEM等の

主要ステークホルダー等と協議

・ 事業スキームの在り方 ・ 本サービス運営にかかる費用および社会便益の整理

 ・ 協調領域の構成機能を支える事業スキームの在り方を検討 

（官民にて協議）

普及・拡大
（スケーラビリティ）

・ スマートフォン及び車載機アプリの普及・利用拡大 ・ アプリの組み込み方策の検討 （OS、汎用アプリ、専用アプリ等）

 ・ アプリの使い勝手向上策（フォアグランド処理、配布可能アプリ構築）

 ・ 通信キャリアやアプリベンダが相互に価値を享受できる

仕組み検討（例：API等標準化、ビジネススキーム検討）

・ 対象ユースケース拡大に向けた、他プラットフォーム等との

連携拡大、共通仕様構築
・ 他データ基盤（官民）との連携領域、体制の検討

 ・ 道路インフラ活用の普及方針・共通仕様の検討

2025年度は、本サービスが広範囲わたり提供される環境を形成するための1stSTEPとして、本サービスの有効性（提供価値）、

ビジネスモデル（サービス提供の枠組み）、普及・拡大（スケーラビリティ）に着目した検討を実施
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/19サービスの有効性と普及戦略

対象エリアにおける

事故削減率
有効普及率

適合事故率

行動変容率

正常動作率

システムが100%

普及していると

仮定したときの

事故削減率

対象エリアにおける

普及率(の2乗)

効果係数

位置情報の提供への

「同意率（オプトイン率）」

「事故当時者へのなりや

すさ」を考慮した係数

事故削減率の構成要素 有効普及率の向上に向けた取組及び戦略

【取組④】オプトイン率の向上

– 制度改革等によるオプトイン率向上の後押し

【取組③】「オプトイン率（スマホアプリを導入した人が、データ提供

に同意する割合）」あるいは「事故当時者へのなりやすさ」の高い

セグメントへのスマホアプリ普及

➢ 個別セグメントアプローチ

– 民間ビジネスによる普及戦略

– 官民連携手法による普及戦略

【取組①】車載器への普及

– 業界団体との協調による普及戦略

【取組②】 SDKを活用したスマホアプリ普及

➢ マスアプローチ

– 民間プラットフォーマーとの協業による普及戦略

※スマホOSや国民普及率の高い既存アプリへのSDK導入

– 国策との連携による普及戦略

※国策スマホアプリへのSDK導入
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/19今後のスケジュール/推進計画

2023年度 2024年度 2025年度 2026年度 2027年度 2028年度～ 2030年度～

社会実装期間SIP事業での研究開発期間
ステージゲート

サ
ー
ビ
ス
の
有
効
性

事故

削減効果

技
術
要
件
検
証

仕

様

検

討

リスク判定機能開発

実環境での効果検証
システム効果×行動変容

システム効果検証
事故カバー率×正常作動率

社会実装

•関係者・外部PFとの

連携による機能提供

•実証関係者への

SDK・アプリの無償配

布等による裾野拡大

基本技術開発フェーズ 実証フェーズ 社会実装フェーズ

技術開発・

統合開発

テストコース

実証
クローズド

環境テスト

大規模実証

公道環境テスト

社会実装実証

一般交通参加者を巻き込んだ

リアル交通環境での検証テスト

動作検証①
・V2N＋インフラ

・特定環境

信号情報連携開発

インフラ連携IF検討

テストコース

接続検証

モビリティPF

構想設計・開発

収集・配信アプリ開発

シンプル

動作検証・

HMI評価

一般道

動作検証・

HMI評価

動作検証②
・V2N＋インフラ

・公道環境

一般道

接続検証

動作検証③
・V2N中心

・複数シーン＋地域

ベータ版

試用テスト

運用テスト
・特定環境

運用テスト
・公道環境

運用テスト
・複数環境

プロトタイプ設計・

構築

多接続における

性能・受容性

HMI評価

複雑環境での

接続検証

海外展開

国内の

普及拡大

•全国的なアプリの

利用者拡大や国

等のデータ基盤と

の連携

•外部ベンダーによ

る活用、自動運

転等他領域での

活用等

•将来的には国際

標準

•外部ベンダーによ

る活用、自動運

転等他領域での

活用等

18



/19今後のスケジュール/推進計画

2023年度 2024年度 2025年度 2026年度 2027年度 2028年度～ 2030年度～

社会実装期間SIP事業での研究開発期間
ステージゲート

ビジネスモデル

普及拡大

普及シナリオ

検討

基本技術開発フェーズ 実証フェーズ 社会実装フェーズ

海外展開

国内の

普及拡大

•全国的なアプリの

利用者拡大や国

等のデータ基盤と

の連携

•外部ベンダーによ

る活用、自動運

転等他領域での

活用等

•将来的には国際

標準

•外部ベンダーによ

る活用、自動運

転等他領域での

活用等

社会実装

•関係者・外部PFとの

連携による機能提供

•実証関係者への

SDK・アプリの無償配

布等による裾野拡大SDK・標準API

開発

初期実装

パッケージ検討

協調領域

範囲検討

事業スキーム

検討

他プラットフォーム・他省庁取組等との

連携拡大検討

運用体制

検討

運用コストを含む収支推計

及びビジネスモデル設計

運用組織・人材要件設定

パートナー企業・団体の

募集・拡大

SDK配布

初期パートナー

候補との対話

標準化対象の

設定
標準化プロセス

（社会実装後も継続）

テストコース実証 大規模実証 社会実装実証
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交通事故未然防止支援研究開発コンソーシアム
（日本信号株式会社／住友電工株式会社／株式会社 本田技術研究所）

ご清聴ありがとうございました
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